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〈論 説〉
現代 日本経済分析へ の レギ ュラシオン ・アプロー チ
一 一労資関係 ・取引関係 ・蓄積体制一
平 田 清 明
レ ギ ュ ラ シ オ ニ ス ト・ア プ ロー チ の 諸 派(1es
ecoles)が この10数 年,提 供 して きた 理 論 的 諸 装
置(appareils)は,彼 らの直 接 に見 聞 す る こ との
な か った 現 代 日本 の 経 済 を 分 析 す る に あ た って
も,良 き視座 と方 法 的諸 概念 を提 示す る もの と し
て 日本 で 肯定 的 に受 け入 れ られ 始 め て い る。 しか
し他 面,日 本 経 済分 析 として は"見 当ハ ズ レ"と
して論 評 され る フ ラン ス ・レギ ュ ラシ オ ニス トの
発 言 も,彼 らの最 近 時 の言 説 に 目立 ち は じめ てい
る。 私 は そ こに あ る種 の欠 陥 一一 方 法論 上 お よび
事 実認 識 上 の そ れ が あ る と指 摘 せ ざるを えな
い。 この報 告 は,そ の欠 陥 を うめ,レ ギ ュラシ オ
ン ・ア プ ー ロー チの豊 富化 へ の一助 とな るべ く
,
日本 に おけ る自動 車 と電 子機 器 の メー カ ー とそれ
らへ の部 品 サ プ ラ イヤ ー との関 係 を実 証 的 に検 討
し,そ こ に お け るrapportsalarialがrapport
transactiome1に 媒 介 され る こ とに よって 生ず る
社 会 的偶 成trouvailleと して,ど の よ うな産 業 諸
組織 と階 級 的諸 関 係 とを産 出 して い るか を解 明す
る こ とに努 め た い。
Keywords:rapportsalarial-transactionnel ,完 成 品
メ ー カ ー と 部 品 サ プ ラ イ ヤ ー と のnet、
work,貸 与 図supplieddraftか ら 承 認 図
apProuveddraftへ,垂 直 的 準 統 合 の 諸 形
態,領 域 的 な 集 中 と 分 散,relational
skillo
1方 法論的 な反省 と提案
レギ ュラシオン ・アブmチ の諸学派が提示 し
た,資 本主義の中 ・長期的 な循環=再 生産過程 に
関す る方法論的諸概念は,日 本経済 についても,
看過 しがた い妥当性を有 してい る。それはT今 後
日本経 済 の実態分 析 の なか で逆 に レギ ェラシオ
ン ・アプローチその ものの諸方法概念を彫啄す る
ことに よって,ま す ます その有効性が発揮 されて
い くであろ う。 この ことを,私 は ここに,若 干の
希望的観測を もまじえて,あ らかじめ言 明してお
きたい と思 う。
しか し,こ こに集まった研究者がすで に知 って
い るよ うに,日 本の雑誌 『窓』 に掲載 された 日本
的経 営 をめ ぐる論争 は,レ ギ ュラシオ ニス トを
もって 自らを任ず る人hに よって遂行 されてい る
国際的な論争 であるが,こ れは多 くの ミスマ ッチ
を含みなが ら,両 極端 の結論的主張の提示に よっ
て日本 内外 で一定の関心を集め てい る 英文 で
この論争 が世界的に紹介 された とき,尚,そ うで
あろ うと推察 され る。
私 はこの論争 において,ケ ニー=フ ロリダが 日
本 の労働過程の独 自な管理様式に人hの 関心を喚
起 させ,チ ーム制作業単位,jobrotation,flex・
ibleproduction,justintime等 とい った ものの
日本における定着が,テ クノロジカル ・パ ラダ イ
ムにおける重要 な変化 を確認す る証左 であ り,ま
た,ト ヨテ ィズムか ら区別 された フジ ッーイズム
が もつ とされ るよ り普遍的 な諸要 因に関す る彼 ら
の指摘を肯定的な ものとして受け とめ る。
しか し,そ の論争相手 である加藤=ス テ ィーブ
ソの論拠が,こ れ ら肯定的側面 を不当に軽視ない
し無視す る点において重大 な過 ちを犯 してい ると
はい え,な おかつ彼 らは正当に も,日 本経済に内
在す るアル カイ ックで前近代的 な否定的 エ レメン
トを摘出 している点 でs今 日の 日本に も学究的良
心 が存在す る ことを示 していることを,私 は確認
す るものである。だが同時に,彼 らの論述 が総体
把握の うえでの方法論的反省を欠 く記述 となって
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いるのは遺憾である,と 言わ ざるを えない。 とく
Y'加 藤 は,日 本経済の内在的構成要素 と深 く結 び
合わ された階級的な抑圧 と性的 ・地域的差別等 の
諸要 因摘発を,既 成"左 翼"政 党筋 からのあらゆ
る妨害 に抗 して,行 なっていることに共感 を覚 え
る。 レギxラ シオニス トの諸概念装置 についての
無 理解や 誤解 が,い ま仮 に彼 らに あった と して
も,そ れ はA・ リピエ ッツが言 うよ うに誰 か を
"侮 辱す る"も のではない
。
彼 らの論拠 が十 分 に理 論的 に説得 的で ないの
は,彼 らの立脚 した(彼 らが摂取した限 りでの)レ
ギ ュラシ オ ソ ・アプ ローチそ の もの に,そ れ に
よってこれまでに開発 された限 りにおいて,方 法
論上 の欠陥を含むか らであ り,今 この コロークで
その是正への努力が試み られ るべ きである,と 私
には思われ る。以下に,さ しあた って2点 例示 し
よ う。
1.生 産e交 通 過 程分 析 の欠陥 また は軽 視
rapportsalarialと い う概 念 自体 が ア ソ ピ・ミレ
ソ トで あ り,そ れ がnexussalarialと い う言 葉 で
言 い換 え られ た と ころ で,こ の用語 の定義 に か か
わ る問 題 は解 決 しな い。rapportsalarialが 不 可
避 に関連 して い るrapporttransactionnelと の 関
連 が,ほ とん ど全 く無 視 され て い る。 この こ とは
以 下 に指 摘す る よ うに と くに 日本経 済 の 分析 にあ
た って きわ め て重 要 な ので あ るが,そ れ が ア メ リ
カ経 済 の分 析 で も必要 不 可 欠 で あ る こ と は,0.E.
Williamsonの 「marketsandhierarchies」 の示
す通 りで あ る。 日本 に限定 して言 えぽ,次 の 一事
を まず 示 そ う。 自動 車 産業 お よび電 子機 器 産 業 に
お いて,最 終 の組 み立 て作業 を中心 事 業 とす る中
核 企 業 また は 中核 事 業 所(以 下,両 者 を総 称 して
core--firmと 呼ぶ)と 部 品supplyerと の 関 係 は,
旧 くて新 しい最 も深 刻 な問 題 を 内蔵 して い るが,
regulationistは,こ れ らの 面 へ の 方 法 論 的 な 問
題 関心 が 希薄 で あ る よ うに私 に は思わ れ て な らな
い。 自動 車 と電 子機 器 につ い て は,ア メ リカの よ
うに部 品 の生産 が完 成 品生産 企 業 に よ って直 接 生
産 され る こ との 多 い一一 つ ま り,内 製 率 の 高 い
業 界 に専 ら注 目 して概 念構 成 を行 な うとき陥
る誤 りの一つが ここにある と思われ る。 マル クス
の提起 した生産=交 通様式 とい う概念は恐 ろしく
多義的 であ り,そ れ 自体 として本来再分節化 され
て しか るべ きものであるが,資 本主義の内在的批
判的 な分析にあたっては,そ れが現代的文脈 にお
いて再定義 ない し再分節化 されて再措定 されてよ
いだ ろ う。そ の よ うな試 行 は同時 に,William-
sonの 提起 した方法 をかな り効果的 に摂取す る こ
とに通ず るものであろ う。
アメ リカで も,ま た フラソスで も,部 品を外注
しない 自動 車産業 は ない。ア メ リカの外注 率が
20～30%で あるとい う統計を私は見た。 レギ ュラ
シオ ソ ・アプローチは,フ ォーデ ィズムの自動車
産業 とそれに象徴 され る経済構造 についての分析
か ら始 まった ものであ り,エ レク トロニクスへの
関心が浅 く,し かも遅 かった。 この点 にはや くか
ら注 目していたB・ コリアのマク ロ ・エ コノ ミー
分析 におけ るレギ ュラシオニス トとしての影響 は
遅 く,し か も制 限 されて いた よ うで あ る。 リピ
エ ッツとルボルZが 垂直 的準統合 とい う概念 を
再定義 した のは,こ の欠陥を克服す る上でも貴重
な努力である。 それ は,日 本経済分析 において有
効な示唆 となるであろ う。ただ し日本人 自身によ
る実態調査に立つ理論的彫琢が進め られる ことに
よってである。
以上2点 は,日 本において レギ ュラシオ ソ ・ア
プローチの浸透を制約す るもので あると私には思
われ る。
2.概 念名 目論 の重 要性 の確認 の必要
今 日の フラ ンス ・レギ ュ ラシオ ニス トの欠 陥 は,
マ ル クス の一 グ ラムシ を介 しての一 再 摂 取 と
い う レギ ュラ シ オ ニ ス トの初 心 が い つ しか失 わ
れ,各 国経 済 ご との労働 編 成様 式 の違 い とか,現
行 世界 貨 幣 シ ス テ ムの記述 等 の"中 間 的"記 述 的
な労作 が 目立 ち始 め て い る点 に あ る。
かつ て リピエ ッツの"MiragesetMiracles"
を め ぐって,ボ ワイエ との間 で闘 わ れ た論 争 は,
今 で も理論 的 には終 わ って いな い はず で あ る。 ボ
ワイエ が ソニイ ズ ム とか,ハ イ ブ リッ ド ・フ ォー
デ ィズ ム とか称 して 日本経 済 を語 る とき,多 少 と
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も成 熟 した多 くの 日本 人経 済 学者 は苦 笑 を禁 じざ
る を え な い。 私 自身,professeurBoyerと 日本
に紹 介 され る気鋭 な論客 の 日本 に関 す る無 邪 気 な
独 り善 が りに胸 を痛 め る。 トヨ テ ィズ ムVSフ ジ
ッー イ ズ ム と い うケ ニ ー=フ ロ リダ の概 念 提 示
も,彼 らに は不 本 意 で あ ろ うが,方 法論 上 の誤 謬
の咲 かせ た,あ だ 花 の一 つ で あ る と言わ ざ るを え
な い。
フ ラ ンス ・レギ ュ ラシ=オニス トの方 法 論 的弱 点
につ い て は,B・ ジ ェ ソ ップが カーデ ィ フ・コ ロー
ク で,そ の 報 告"Tenthesesofregulation
approach"に お い て示 した と こ ろ で あ る。 そ れ
は十 分 に展 開 され て い ない がsそ の骨 子 は,体 系
構 築 の方法 をめ ぐる議 論 のみ が 多 く実 態分 析 へ の
方 法 論 的手 が か りを探 り当 て えて い ない 日本 の学
会 に は,有 益 で あ る と思わ れ る。 と くに,日 本経
済 の実 態分 析 が 官庁 エ コ ノ ミス トの殆 ど独 占的作
業 とな って お り,政 治 的 に保 守的 な性格 を もつ も
の が多 い だ け に,そ れ を打 破 す る批 判 的経 済学 の
具 体 的 な形 成 の うえで,ジ ェ ソ ップの示 唆 は一 層
貴 重 で あ る。
フラ ソスそ の他 の ヨmッ パ に おけ るエ コ ノ ミ
ス トの な かで レギ ュラ シオ ニス トた ち は,少 な く
とも森 嶋 通夫 の よ うな計 量経 済 学 と宗 教 社 会学 を
ミックス して,"WhyhasJapansucceeded?"と
い う神 話 づ く りに協 力 す る もの は い な い と思 う
が,そ れ で も な おs「 労 働workjな い し 「技 術
skil1」 につ い て語 る場 合 に さえ重大 な誤解 が,生
じて い るの で は な いか と私 は恐 れ る。
重 大 な の は,そ の こ と が"同 一 労 働,同 一 賃
金"と い う労 働 者要 求 の原則 につ い て さ え見 られ
るか らで あ る。 この原 則 は 日本 の労 働 組 合 の正 当
な要 求 とな って きた。 しか し,そ の場 合 で さえ,
同一 労 働 とは何 か,が 問わ れ る必要 が あ った し,
い ま もあ るのだ。
「労 働」 とい う名 は"ば ら"の 名 と同 じ く抽 象
的 で あ る。"ば ら"は 香 る が,ぼ らの 名 は香 らな
い。 これ と同様 に,も の をつ くる労 働 は直 接 に は
その もの と して は 具 体的 で あ り,価 値 た
る商 品 を作 る労働 であ るか ぎ りで は,そ れ は抽象
的 で あ る。 しか しお よそ"労 働"は,ど ん な もの
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をつ くるぽあいで も人間的労働 としての臭み をも
つが,商 品価値 をつ くるもの としての抽象的で普
遍的 な"労 働"と い う名 は,特 殊具体的な人間的
臭みを消 されている。労働の編成様式た るかぎ り
の企業 の場合 もs同 様である。
労働 は勤労諸個人の労働力の支出であ り,使 用
価値 を生産 す る と同時 に価値 を生産 す る。そ し
て,こ の労働力の支 出は,生 産手段 とい うハ ー ド
な要素 と当該 の企業 ・工場 ・職場等で蓄積 された
ソフ トなノウ ・ハ ウとによって現実化す る。 この
ことは,あ えて説明を要 しないだろ う。主観的 な
労働力能が客観的な諸要素 との結合 において現実
化す る特別 の様式 として当該社会 お よび当該時期
に適合す る資本主義的諸企業があ ることも説明を
要 しないだろ う。
企業 とい う産業組 織は,当 該社会 に固有 な社会
的闘争 と文化的伝統 と無関係であ りうるわ けでは
ない。 しか も,そ れが経済的合理性 にもとついて
形成 された産業組織であるか ぎ り,他 国に よる導
入可能 な普遍的性格を もち うる場合はあ りうるで
あろ う。 そして,そ の よ うなものの存否 は,ア メ
リカについて も,日 本について も,同 様 に問われ
るに値 す るだ ろ う。 以上 の問題意識 に もとつ い






II-3企 業城 下 町 とオー トルー トの ロジ ス
テ ィック
II-4情 報 関連産業における垂直的準統合
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クスにおける産業的 リンケージと階級
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II-1rapportsalarialとrapport
transactionnel
図1の 示 す とお り,日 本 の 自動 車 メー カ ー(以
下,メ ーカーと称 す る)の 外 注 依 存 度 は,き わ め
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(出 所)浅 沼 萬 里 「日本 にお け る メ ー カ ー とサ プ ライ ヤ ー との 関















て高 く,製 造 原価1台 当た りの部 品外注依存 度
は,65～70%に のぼる。 そして,こ の数値は,70
年代か ら80年 代 の全時期 において,殆 ど変わ って
い ない。 また トヨタ,日 産,ホ ソダ等 の諸 メー
カーの間で も,大 差が ない。 日本 では,2年 後 に
1度 その活動業績 を企業 が公表す る義務を もち,
その所管官庁 た る大蔵省 が,「 有価証券報 告書」
に収録 して公表す るので,人 は容易にその実態に
接す ることができる。 自動車 は大 ・小約5000種 類
の,し かも1台2万 個 の部品に よって組み立 て ら
れる。 それ ら部品が,中 核企業 に直接 ないし間接
に売 り渡 され,そ の製造原価の重要部分 となる。
た とえば 日産の場合,小 型車1台 当た り65%で あ
る。 また 日産の行 なっている繊維機器製造 にあっ
ては,外 注依存率 は90%に 達す る。 さらに,そ の
経営す る宇宙航空部門では,外 注依存率35%で あ
る。 自動車に関す るかぎ り,こ の外注依存率が,
トヨタ,ホ ソダ,マ ツダ等において も殆 ど同一で
あることを ここにも う一度確認 したい。
したが って,rapportsalaria1は 単 に中核 企業
とくにその主要工場の状況を観察 して も,そ の実
態 は正確 には捕捉 で きない。rapportsalarialに
お け る資 本 ・労働 関係 ない し搾取 関係 は,中 核
メーカー一と部品サプ ライヤーとの間における取引
関係によって媒介 されているか らであ る。 日本 の
中核企業(親 企業)に お ける労資関係 での ソフィ
ステ ィフィエ された関係は,下 請 け企業 における
親企業 か らの買上げ価格規制 による重層化 された
搾取関係 と結合 して,二 重構造がそ こに形成 され
ている。 そこには,長 いあいだ,日 本型労資関係
の前代近性 として国内的 に指摘 され,国 際的 にも
日本製品の国際的 ダソピソグとして批判 されてき
たある特徴的 な事柄があ る。
しか し,搾 取expoitationは 同時 に,そ の マル
クス的定義 そのものにおいても,人 間的労働 力の
開発であ り,客 観的 には技術 ない しテクノロジー
の革新 を産業的 に利用す ることである。 したがっ
てexpoitationに ついては,中 核企業それ 自体 の
イノベ ーシ ョソと,製 品サ プライヤーの イノベ ー
シ ョソとの両者 が正当に議論 されて しか るべ きで
あ る。 日本経済 におけ る"黄 金 の30年"と は,そ
の初期における前近代性 の悪用 とその後期におけ
るイノベ ーシ ョン効果の善用 とによって対照的 に
特徴 づけ られ る。"自 動車殺 人工場"と して ヨー一
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ロッパ人 に忌避 され た トヨタ は,今 で は,ポ ス
ト・フォーデ ィズムの一形態 たる トヨテ ィズムと
して フランス ・レギ ュラシオニス トに よって位置
付け られてい る。
この ような評価の変化 とは何か。 よ り正確 には
その よ うな評価変換 を生 じさせ る産業組織上 の実
態的変化が存在す るのか。 日本の 自動車産業が,
極めて高い外注依存度 の うえに成立 してい るとい
うこと,ま た,そ の上 に生 じてきた何物かを どう
見 るか とい うこと,そ こに問題の核心があ るので
あ って,私 たちは まずその ことを,確 認 してお く
必要があ る。
「トヨタ的生産方式」 の著者 す なわ ち豊 田 自動
車株式会社社長:大 野耐一氏 は,日 本で広 く知 ら
れている"ト ヨタの下請 けいじめ"に ついては無
論 一君 も語 らない。同時 にいかに して トヨタが
産業別組合 を志向す る労組 を抑圧 して,典 型的な
企業 内組合 に転換 させ,そ れを踏み台 としてs企
業 その ものを コーポラテ ィス トた る民主社会党の
支持団体 にしたか,し か も石油危機や1986年 代末
期 から保守一党支配体制 の危機 に際 しては,会 社
の業務命令 として保守党支持の選挙活動 に社員を
駆 り立てた ことにつ いては,何 事 も語 らない。彼
が語 るの はただ,カ ンバ ン方式で ある。「後工程
が前工程 を引 き取 りにい く」そ して「前工程 は後
工程 にひき取 られた分 だけ作 る」 「作 りす ぎの無
駄 は最悪 の無駄」 とい うテーゼーであ る。 トヨタ
のライバルである 日産 がジャス ト・イソ ・タイム
の導入に成功 したの は,日 産労組の トヨタ化,言
い換 え れ ぽ 「トヨ テ ィズ ミカ シ オ ソToyotis-
mication」 に よる もの で あ る。 日本 の社 会運 動
史 ない し労働運動史は,こ の ことを決 して歴史 か
ら抹殺 させ ない。
このおぞ ましい ウル トラ ・フォーデ ィズム的妥
協の うえに,カ ンパ ンによる成功物語 が生 まれた
のであった。
それ どころか,そ こに成立 した労働組合の企業
内安定装置化 は,日 本 の自動車産業に次の よ うな
賃金構成を一般化 させ て,今 日に至 っている。基
本 給40%,生 産 手 当40%,職 能給10%,年 令 給
10%。 これ以外 に家族手当,職 位手 当,教 育手 当
87...._
が加わる。 ここに 「生産手当」 とは企業 の生産実
現に照応 した給与増減分 であ って,そ の実額 は各
年度 の企業 実績如 何 に よって直接 決 ま る。そ し
て}こ れが"第2の 基本給"と 称 されている。労
働組合 と企業 との ミクロ ・コーポラテ ィズムが,
奇型 とも言 うべ きこのよ うな賃金 システムを一般




きわめて低 い とい うことか らす る,フ ォーデ ィズ
ム概念の 日本への適用を拒否 したマルチ ノの見解
が,そ の理論的視野 の狭小 さにもかかわ らず,日
本経済の実相を長期滞在者 の眼で示す もの と評価
され る根拠 となるもので もあろ う。
II-2メ ー カ ー=サ プ ラ イ ヤ ー 間 の 取 引
関 係 のrealiteとdynamiame
-一一貸与 図か ら承認図へ一
この階級 闘争 におけ る労働 老側 の敗北 の うえ
に,石 油危機が襲 った。 それは,1973～4年,戦
後 日本が初めて経験 したマイナス成長を現出 させ
た。同時 に殆 どすべての産業分野で企業間競争 を
ます ます激化 させ,"過 当競争"時 代 を招来 させ
た。 この"石 油シ ョッグ'を,日 本に特有 な政 ・
財 ・官複合体のヘゲモ ニー ・ブロックは,"省 力"
"省 エネ"を 国是 とす る国民的合意形 成の契機 に
す り替 えた。
その結果が,中 核 メーカーと部品サ プライヤー
との関係の うえで,ど う現われたか。いわゆ る親
会社 と下請企業 との間に もきわめて厳 しい内容を
もつ契約条件 の更改が行 なわれる ことになったの
だ。
京都大学 教授浅 沼萬 里氏 は,こ の激 動 の なか
で,主 として 自動車産業 における完成品 メーカー
と部品サプライヤーの関係を実態調査 し,さ らに
電子産業 にも調査研究 の範囲を広げた。私は彼 の
実態分析の精密 さを評価 し,ま たその理論化の成
果 は青木 昌彦氏 の労作 が読 まれる前に,知 られる
べ きものであ ると考ir..る。本 日の私は,彼 の成果
..
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図2自 動車産業における部品およびサプライヤーの分類
カ 買手の提示する仕様に応 じて作られる部品(カ スタム部品) 市販品
タイプテ
コa 貸与図の部品 承認図の部品 の部品
」
















類 ついても 基礎に工 渡しその完 つ いて相 ついて限 す る カ タ ロ
基 詳細に指 程を決め 成を供給側 当な知識 られた知 グの中か ら
準 示する る に委託する を持つ 識しか持 選んで購入
た ない する
サ ブアセ 小物 プレ 内装用プラ 座席 プ レ ー ラ ジ オ,
ソ ブ リ ー ス部品 ス チ ッ ク 部 キ,ベ ア 燃料噴射
例 品 リ ン グ, 制 御 装
タ イ ヤ 置,バ ツ
テ リ ー
i
(出 所)浅 沼 萬 里 「日本 に お け る メー カ ー とサ プ ラ イ ヤ ー と の関 係 」『経 済 論 叢 』第145巻 第1・
2号,1990年1・2月,23ペ ー ジ。
に立脚 しつ つ,私 自身,少 し く実態分 析 を行 な
い,そ の結果 を概 念化 して,こ こに開陳す る次第
であ る。
1.内 製品 と外製品
自動車産業にせ よ,電 子産業 にせ よ,中 核企業
が 自己開発 し生産す る部 品(内 製品)が,そ の企
業 のいわば本命であることは言 うまで もないが,
この内製 品 と外製 品 との関係が如何 に重要であ る
かを,以 下 にまず指摘す る。
本報告の冒頭であ らか じめ指摘 しておいた よ う
に,外 注率は 自動車産業 と電子産業 とでほぼ等 し
い。 より正確 には,後 者の方が3～5%高 い。浅
沼 は,電 子産業 と自動車産業 とにおける次の よう
な二つ の図表 を提示 した。
図1に おける自社事業所22.5%お よび社内他事
業所4.0%,合 計26.4%は,完 全 内製 品で あ る。
他 は全 て外製品であるが,そ の うち一般 に市販品
と呼ぼれ る もの(購 入品)30.5%と,外 注品 と呼
ぼれ るもの43.5%と が大 きく区別 され る。外部市
場 と内部市場の比率 を示す からである。
外注品 と普通 に言われ るものの中には,さ らに
関連会社があ り,中 核企業 がその株式を所有 し,
経 営上 の支配権 を及 ぼ して いる。関連会 社9.5%
の製品以外に優良外注先 と一般外注先の製品区別
が あ る。 この区別 は,開 発製造 能力 の 区別 であ
り,か つ,取 引関係の安定性ないし長期性 の区別
である。優良15.0%,一 般23.0%。 この場合,一
般外 注先 は,中 核企業 か らの支 配 を脱 してい る
が,契 約関係に多少の長期性が残 っている。
これ と区別 された一般購入先26.5%の 製品は,
純然た る市販品である。
この図に示 された情報関連産業 での メーカーと
サ プライヤー との関係 に,自 動車産業におけるそ
れに類似 した面があるのは,特 徴的である。
共通面 の第1はf下 請け とい う言葉が近年 ほぼ
消滅 した とい うことである。第1次,第2次,第
3次 と言われてきた ものが,用 語 として消え,か
つ て,そ う呼ぽれてきた企業 が次第 に 自立化 して
い る。 ウィリアム ソンの用語 で言 えば,ハ イ ア
ラーキーとマーケ ッ トが,自 動車産業で も電子産
業 でも範疇的区分 として確かに存在す るが,日 本
の実態 においては,ハ イアラーキー原理か らマー
ケ ッ ト原理へ の移行が急速 に進 んでい る。
そ して,そ の移行 の主要原因は,株 式やその他
の面 での要因,つ ま り金融的要因ではない。仕様
ないし工程の研究開発能力な どのテクノロジカル
な要因に移 っている。図2は,と くに自動車産業
に見 られ るもので ある。そ こでは,技 術的 自立化
が同時に,メ ーカーとサ プライヤー間 の取引関係
の外部化 に相即 してい る。図3は,そ れを簡略 に
示す ものである。
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2.貸 与 図型か ら承認図型へ
ここに貸与 図型 とは,部 品 の生産 に あたって
メーカーの方が部品の設計 を行ない,そ の図面を
貸与 された製造業者が これを製造す る部 品サ プラ
イヤーであ り,自 動車産業では,サ ブ ・ア ッセ ソ
ブ リーによ く見 られ る。 この場合 には,製 造 サー
ビスだけがサ プライヤーによって提供 され る。
次 の貸 与 図II型 で は,小 物 プ レス部 品(バ ッ
ク・ミラー等)の 設計 図を メーカーが提供 す るが,
その工程 は部品サプ ライヤーが決定す る。そ こに
は,技 術的独 自性 が多少 とも認め られ る。次の貸
与図III型では,メ ーカーは概略 の図面を渡 し,そ
の完成は一切部品サ プライヤーに委託 され る。 内
装用 プラスチ ック部 品 にみ られ る。以上 の3つ
が,こ れ まで"下 請 け"と いわれて きた ものにほ
ぼ等 しい。 そ して この種の部品サ プライヤーはい
まで も無 くなったわ けではない。
他方,承 認図型 の部品サプライヤーでは,こ の
カテゴ リーに属す る部品サプライヤーは基本的に
技術的 自立性を有 してお り,そ の うちIVは,メ ー
カー側 が部品サプライヤーの工程 についてなお相
一89-一
当の知識を有す るものであ り,他 方VIは,も はや
殆 どそれを もたない ものである。 カテ ゴ リーIVは
座 席 サ プ ライヤーに多 く,カ テ ゴ リーVIは ラジ
オ,燃 料噴射装置,バ ッテ リー等 の部品サプ ライ
ヤーである。 このIVとVIと の間に,ブv一 キ ・ベ
ア リング,タ イヤ等の中間領域 がある。 この承認
図型部 品 サ プ ライヤー と中枢 メーカーとの間 に
は,多 少 とも長期的カスタム関係が結 ばれている
が,IV・V・VIは その技術的 自立性 に基づいてそ
の部品を主要取 引相手た るメーカーの競争相手 に
も提供す ることがある。 この点で,ほ とん ど市販
品 と同 じタイプに属す る。図3が これを示す。
図3は,縦 に垂直的準統合を示 し,つ いで傾斜
的準統合か ら水平的準統合への外部化 のプ ロセス
を示す ものである。 これ は,リ ピエ ッツとルボル
ニsが 図表化 した ものによ く似 てい る
。 リピエ ッ
ツとルボルニ ュにあるのは,範 疇的区分であ り,
この浅沼にあるのは,そ れに加 えて,内 部市場の
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イブの部品が競争 す る親会社双方か ら購入 され る
だ けでな く,親 会社が生産す る製品の うち,主 要
製品以外 の部品を相互に購入 し利用 しあ うとい う
こ とが特 徴 的 で あ る。た と えぽ,カ ス タ ムIC
は,上 記 の承認 図のVI型 であ り,メ モ リICは,
中核企業間の相互交換品であ る。
なぜ競争相手 にさえ売 るか といえぽ,日 々刻 々
革新 され るhardwareは,在 庫 として抱 えてお く
よ りも,相 手 かまわず売 り尽 くした ほ うが良いか
らである。 た とえ,競 争相手 に対 してさえも。特
許申請す るために時間を費やす よ りも開発努力 に
時間を使 うほ うが経済的 に有利で さえあるとい う
事態 の生 まれ てい るsoftware部 門では,競 争相
手 とのsoftの 売買 だけで な く,無 償使用 の黙許
さえ行 なわれ る。 しかも ソフ ト関連企業の栄枯盛
衰vissitudeは,文 字 ど お りdramatiqueで あ
る(*)。
(*)実 例 一1991年7月 に お け る 実 物 解 体 に も とつ く
分 析
NECの パ ー ソナ ル ・コソ ピ ュー タ ーPC-9801VM2と い
う機 種 で は,演 算 機 能 を 行 な うCPU(centralprocess
unit)に 装 備 され た チ ヅプの 数 は47。 そ の うちNEC自 社
の もの は16で,他 は,Sと い うシ ソ ガ ポ ー ル の 企 業 が12,
日立3,三 菱1,そ の 他Fと 称 す る社10。 そ の 他3で あ
る。
記 憶 媒 体 か らの デ ー タ ー の イ ソ プ ッ トー ア ウ トプ ッ トを
行 な うユ ニ ッ トで は,チ ップ34の うち,NECは,わ ず か
2で あ り,日 立 が11,S1が14,S2が5,そ の他 で あ る。
それ 以外 に全 体 の コ ソ トロ ール 機 能 を行 な うユ ニ ッ トで
は,チ ヅ プ180の うち,NEC57,日 立31,三X35,M14,
SF17,富 士 通1,TOYOCON12,SKK8,F3。
な お,FDD(flopydiscdrive)で は,チ ップ6の うち,
NECは0,S、 が2,F1,三 菱1,M2で あ る。
3.部 品取引 の基本契約 と納入 日程表
中核 メーカーと部品サプライヤーとの間 には取
引関係全般 に関す る基本的 な枠組み を取 り決め る
「部品取 引基本契約」 と一般 に呼 ぼれ る契約 が締
結 される。 それ は,両 者が提携関係に入 った こと
を確認す る一種 の儀式 であ り,有 効期限は通例1
年間である。 この基本計画が内容的に意味を もつ
のは,た だ個別契約の成立が必要 とす る一般的協
力関係の確認であ る。そ してその うえに成立す る
個別契約 とは,部 品の数量 ・納期 ・納入場所 を書
面に よって確認 した 「納入 日程表」の相互承認で
ある。 カソバ ンとかアクシ ョン・プレイ ド・メ ソー
ドとい う名で呼 ぽれ るものは この納入 日程表 の う
えに付加す ることので きる微調整部分 のことであ
る。
自動車産業では通常 ライ フサ イクルは4年 であ
り,モ デルチ ェソジに伴 う諸部品の変更が大規模
に行なわれ る。その場合,諸 部品そのもののモデ
ルチ ェソジが伴 い,ま たそのための工具や工程の
変化が あ り,そ のための研究開発費や減価償却費
が契約更改期 に当事者間で利害のあい対立す る協
議の対象 となる。
この部品取 引の更改期 における当事者双方の こ
れまでの歴史的経緯のなかで一定の合意が成立 し
ている。それ はほぼ,次 の5点 に要約 され る。
①部品サ プライヤーのマーク ・ア ップ率には,
とくに重 大 な外 的条件 の変化 が ないか ぎ り,通
例,従 前通 りとす る。
②賃金 ア ップ要求に基づ く部品価格引 き上 げは
一切承認 しない。
③光熱費のア ップ部分 も一切承認 しない。
④一1.メーカーへ の製 品需要 が予定以下 の場合
には,部 品サ プライヤー側 での開発費お よび減価
償却費分 をメーカーが負担す る。
④一2.逆に メーカーへ の需要 が予定 を越 える場
合,発 注 部品 の なか での買上 げ価 格 は,据 え置
き。製造減価償却部分が 自動的にマーク ・ア ップ
率 に上乗せ され る。
⑤ 一1.少人数型 サ プライヤーの場合 自らの努 力
に よる原価引下げに成功 した場合,メ ーカーは買
上げ価格を据 え置 く。
⑤一2.貸与 図型 の場 合,改 善 が100%サ プ ライ
ヤーの創意に よる場合 には,メ ーカーは買上げ価
格 を据 え置 く。
⑤一3.改善 が メーカー とサプ ライヤーの共 同開
発 の結果 である場合 には,契 約 を半年 で更新 し,
メーカーは買上げ価格を引 き下 げる。 これ はVA
成果還元ル ールと呼ぽれ る。貸与 図型か ら承認 図
型への発展に関す る浅 沼の研究 はCoriat(1990)
が特に注視す るところである。
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以上 の諸点 のなかにはs一 方で,賃 金 ア ップ不
承認,光 熱費 ア ップ不承認 とい う省力,省 エネ原
則 の企業 版 が貫 徹 して い る。そ こには,明 らか
に,資 本 の抑圧的性格が確認 される。他方,部 品
サプライヤーの技術革新 インセ ンテ ィブのための
配慮が明白に読み取 られる。石油危機 以降 におけ
るジャス ト・イン ・タイム ・システムないしカン
バ ン方式 に見 られ るものの もつ 日本的 な強 さ
,換
言すれ ば労働生産性 ア ップに遅れ る労働分配率の
低 さが,こ こに制度化 されているので ある。 この
両者を含む契約関係 こそが円高の危機を 日本が乗
り切 りえた理 由である。 したが ってsこ の ような
基本契約 と個別契約が海外で受 け入れ られ るはず
はないであろ う。あ るいは日本型経営様式なる も
のが外国で受容 され る場合で も,こ の点の変容 は
避 けがたいであろ う。
II-3企 業 城 下町 とオー トル ー トの ロジ
ステ ィ ック
上記 のよ うな諸形態 での中核 メーカーと部 品サ
プライヤーとの関係は,も はや大企業が スケール
の節約のためではな くス コープの節約 のために垂
直的 な準統合か ら水平的 な準統合へ と変化 させ ざ
るをえないサプライヤーとの関係を図示 する もの
で もある。
過程 す る諸 資本価値 の統 合的e社 会的 な連 関
は,一 方で は空間的分業 の過程 であ る。 したがっ
てそれは,領 域分散型垂直的準統合の様式である
場合が多 い。無論 この場合で も,大 企業の基軸的
な業務,例 えば研究開発 ・組織管理 ・マーケテ ィ
ングは,で きるだけ本社 または中核事業所 に保存
す る。最終的組立作業につ いても同様である。 日
本 の自動車産業 で言 えぽ,日 産 ・トヨタがこの様
式 を典型的に示 してい る。
これに対 して,垂 直的準統合 を空間的集中性 に
おいて実現 しよ うとす るものは,リ ピエ ッツとル
ボル ニュの言 う領域統合型垂直的準統合の一種で
あ る。 日本では,ト ヨタにおいてそのもっとも極
端な例証 を見 ることがで きる。 トヨタは,一 つの
町全体に"豊 協会"と 称す る中規模下請 サプライ
ヤーの集合complexを 組織 し,そ の下 に さ らに
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数百にのぼ る小企業 ない し零細 サプライヤーを統
合 している。 そこには,日 本では"企 業城下町"
といわれ る都市景観 が成立 している。
したが ってr本 社e中 核企業 と下請企業 との間
で,ま た,そ れぞ れ の内部 で,産 業 的 ヒエ ラル
キーが生産過程 内部を越 えてい き,市 民 としての
生活関係 にまで浸透 している。 したが って,か つ
ての"自 動車殺人工場"が 今 日,生 産過程の面 で
変貌 した としても,ト ヨタ会社の もつ社会的 ハイ
アラーキーはズバ リ,市 民生活において,と くに
家庭 の主婦 間 におい て,不 平等 関係 を引 き起 こ
す。 こ れ ら の 主 婦 た ち は"王 国 の 妻 々Les
femmesdansleroyaume"と 呼 ばれ る。先に指
摘 した,総 選挙の度 ごとの民社支持,保 守危機 に
際 しての自民党一党支持の,企 業内業務命令。 こ
れは企業内の各職場 を越 えて トヨタとい う名前の
つ く町全体 に及ぶ。 このエ レメン トを除 いて,ト
ヨテ ィズムを語 ることはできない。 ひとは,も う
一度
,『 バ ラの名前』の ウィリア ムに成 り代 わ る
必要 があるのではないのか?
他方,ホ ンダ,日 産 に典型 が見 られる領域分散
型垂直 準統合 の場合 には,高 速 自動車道 のネ ッ
ト・ワークが極限にまで利用 され るため,一 方で
は,一 度 高速道 路で事 故が発 生 した場合 に は,
ジ ャス ト・イン ・タイム ・システムが機能 しな く
な るとい う欠陥 につ きま とわれ る。 また他方 で
は,一 社で百万台 を越す新車が高速道路 の利用 に
よって需要者 に届 けられ るとい う空間の利用法,
つ ま りロジステ ィックの うえでは,製 品搬送車 そ
れ 自身が交通事故発生の大 きな要 因 とな り,ま た
道路その ものの破損 率を高 め る。事実,東 名(東
京一名古屋)お よび名神(名 古屋一神戸)と い う道
路 は,危 険率を 日々増大 させ てい る。領域分散型




す でに指摘 した よ うに,電 子産業 にあっては,
部 品サ プライヤーの 自立化率が高 く,零 細企業で
あ りなが ら,世 界的水準 の特殊技能 を開発 し,整
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備 してい る場合 も少 な くない。また,特 記すべ き
ことだが,電 子産業 における数個の親企業 の間で
部品の相互交換 が行 なわれ ることも多 い。
中小規模の部 品サプライヤーの間では,… 方で
厳 しい競争関係が支配的であるが,他 方 ではs諸
部品サプライヤーが空間的に隣接 しあってお り,
同じ生活空間での伝統的 な生活感情 を共有す る。
しかも,そ の うえに立 って,情 報の収集,原 材料
や注文の相互融通が比較的容易に行なわれ る。社
会的 な分業 と協業 の集約的 なネ ット・ワークが成
立す る。
その典型は,東 京の西端部 か ら横浜 の東端部 に
いた る地帯である。そ こはかつ て,京 浜重工業地
帯 と呼ぼれた地帯 であ り,戦 前 ・戦中において技
術集約度の最 も高い地域であった。 しか し,ア メ
リカ軍 の空襲 に よって壊滅 し,わ ず かに戦後 は,
残 った機材や技能を もって 日常生活 に必要 な消費
財 を生産 していた。それ らの企業が今 日,エ レク
トロニクスの技術を導 入 し,新 製品の生産に成功
した。かつ ての重工業下請 からの転換に成功 した
これ ら中小企業 は,電 子産業技能工 のスピソ ・オ
フした部分 と一緒 に なって,あ るい はまた ス ピ
ン ・オ フした技術工が旧鉄工所を買い取 ってそ こ
に"メ カ トロ産業"と 日本語で言 う企業 を起 こし
た(メ カ トロニゼーショソとは,日 本製英語であり,
今日,日 本で常用されている)。
羽 田空港 に降 りた人 は,東 京中心部 に向か う途
中にその地帯を見 ることがで きる。 旧式工場 と小
規模 なが ら最新のelectro設 備を もつ工場 が並立
し,そ の間に窓か ら布団を干す小 さな個人家屋 が
介在 している。過密東京の一側面 である。 そこで
の都市景観 の悪 さは,(日 本人を含む)訪 問者の 目
を驚かす。 しかもその内部では,下 町文化 と最新
のエレク トロニクスとが共生 してい る。
住宅 だ け見 れ ぽ,そ れ は ウサ ギ小屋 ともみ え
る。 しか しこの工 ・商 ・住混在 の雑然 たる地帯 は,
それ 自体 が一個 の工業集積 を な してい るの であ
り,そ のネ ット・ワークの うえに幾つかの大企業
があ る。その典型 は,ソ ニーである。 ソニーはそ
の本社 も主要工場 もこの地帯 には じめ か ら設 置
し,今 日にいた っている。
世界 で知 られ てい る ソニー・が,そ の よ うな下請
中小 企業 の ネ ッ ト・ワー クに支 え られ て成 立 して
い る ことを私 は こ こに,再 度指 摘 す る。
都 市 景観 の悪 さ,過 密性,老 朽 化等 の マ イナ ス
面 を伴 い なが らも,そ れ を逆 手 に とって最 高 の情
報 収 集 と先端 技 術 開発 の地 帯 を形 成 して い る東 京
人 の 集 ま りは 日本 の社 会 学 者 今 井 賢 一 に よって
「東 京 テ ク ノポ リス」 と命 名 され て い る。 カ メ ラ
のキ ャ ノソ もまた,こ の地 帯 にあ る こ とを こ こに
付 け加 えて お こ う。 ただ しキ ャノ ソは最 近,本 社
と研 究 開発 部 門 を この地 域 に残 し,主 要 工 場 を地
方 に移 転 させ た。
東 京 テ ク ノポ リスの な か に入 る と人 は,数 人 の
労 働 者 を使 う親 方 企 業 者 が ロ ボ ッ トやNC工 作
機 械 と ともに働 いて い るの を見 る こ とが で き る。
労 働 力不 足 の た め,零 細 企業 であ れ ぽ あ るほ ど,
NC機 や ロボ ッ トの普及 率 が高 い。 そ して最 高 の
精 度 を備 えた ノウ ・ハ ウや ソフ ト ・ウ ェアの開 発
が そ こで進 め られ て い る。 そ こで は製 品の 品質 管
理 と納 期 管 理 が 徹 底 化 して い る。 この よ うな 中
小 ・零 細 企業 の高 い技 術 水準 が あれ ぽ こそ,中 枢
メー カ ーが成立 し うるので あ り,日 本 独特 の大企
業 体制 も,そ の 技 術 的 基 礎 も確 保 し うる の で あ
る。 この 点 か らす れ ぽ,リ ピ エ ヅツ が 『経 済 危
機 』第1章(28ペ ージ)に お い て指 摘 して いた 日
本 の《doubleeconomie》 す な わ ち1'economie
modernequis'occidentalise-1'economie<ou
dominentlesvaleurspatriarcalesfeodalesdu
japontraditione1>の 併 存,後 者 に よ る前 者 の支
配 とい うこ とは,今 日存在 しない。好 意 的 に解 釈
して も,そ れ は30年 な い し40年 前 の 日本 の こ とを
表 現 して い るにす ぎな い。
この意 味 で京 浜 地帯 とそ れ に類似 した 阪神 地 帯
等 は,ナ シ ョナル ・テ ク ノポ リスで あ り,か つ,
ThethirdJapanで もあ る。 サ ー ベル等 が検 出 し
た 第3イ タ リア と と も に,フ レ キ シ ブル ・ス ヘ
シ ャ リゼ ー シ ョソの ネ ッ ト ・ワー クがそ こに成立
して い るが,第3イ タ リア とは違 って,最 高 度 に
エ レク トロニゼ ーシ ョンが進 ん で い る。 だ が,そ
こに は,技 術 革 新 に遅 れ て,衰 退 しつつ あ る企 業
も少 な か らず 混 在 して もい る。 また同 時 に,小 規
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模なが ら,ド イッや アメ リカから技術提携 を申 し
入 れ られ,「 小 さな世界 企 業」 と して名 を なす
ヶ一スも少 な くない。
それ ら企業の製品 は,そ の近辺 にあ る集散地秋
葉原,そ して最近で は浦安に搬入 されて売買 され
る。 このエレク トロニクス関連諸製品の典型的 な
外部市場 には,外 国人,技 術者 とくに軍事技術者
と推察 され るものの来訪が見 られ る。 また 日本人
では,一一般消費者以外 に東京大学をは じめ とす る
諸大学の教員や大学院生の往来が 目立つ。 この よ
うな ことは,ボ ス トンで もパ リで も見 られない。
《補注 ボワイエのソニズム論への論評〉
ボ ワイエは ソニズムを構成する もの として次 の
エ レメン トをあげている。
① 製品 と製造過程の絶 えざるイノベーシ ョソ
② 企業に長期就業す るハ イテク ・ハイ コミュニ
ケーシ ョン労働者の形成 ・存在
③ 余剰をめ ぐる暗黙の合意形成(妥 協)の 特殊
形態
④ 企業 の内と外 に向けての両面計画の推進
⑤ 現代化 プロジェク トに組み込 まれ る多様 な外
部下請 の組織化
⑥ 市場 とテクノロジーに関す る収集 ・開発す る
ネ ット・ワーキソグ と分極化
⑦ 新製品の開発 ・製造をめ ぐる企業間の激烈 な
競争
⑧ 銀行 ・官庁 による長期戦略の作成e分 有
⑨ 対外競争 に関 してのマルサ ス的モニタ リング
ではない形式 での慎重 な戦略 の作成
ここに提示 された諸要 因は,日 本 の電子産業 お
よび自動車産 業の諸企業 か ら抽出されて きた特徴
的 な諸エ レメソ トであ って,そ れ は,フ ジッーイ
ズムを規定す るもので もあれぽ,ト ヨテ ィズムな
い しオオ ノイズムを規定す るもので もある。それ
らはとくに ソニズムとして独 自性 を特殊 に示す も
のではない。 したが ってこのボ ワイエの作 り上 げ
た この名は,架 空の ものであ り,し かも名 として
の独 自性を もた ない。
ここでは,い つ もの記述的 で分析的 なボ ワイエ
が,極 端 な ノ ミナ リス トに変貌 している。 そ こで
は,シ ニフィアンは,固 有 のシニフィエを もた な
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い。 なお,同 氏がハイブ リッド・フォーデ ィズム
として高度成長期 の 日本経済 を性格づ けるの も,
内容のないお喋 りとして 日本では受 け取 られがち
である。
III-1メ ー カ ー一=サ プ ラ イ ヤー コ ン プ
レ ック ス にお ける産 業 的 リンケー ジ
と階級 関係
1.絶 対的 ・相対的剰余価値 と特別剰余価値
中核企業 における労資関係 は,1955年 以来,春
闘 とい う名で,経 営者層 に対す るナシ ョナルセ ン
ターレベルでの闘争に よって調整 されて きた。 そ
れ はほぼ制 度化 され た闘争 と妥協 の シス テムで
あった。近年,こ れまで三つに分裂 していた労組
の再組織が行 なわれ,ナ シ ョナルセ ソターレベル
での統 一が進 んだ。 とくに公務員労働者 と私企業
労働老 とが同一のナシ ョナルセンターのもとで経
営者層 との協議に入 ることになった。それは,よ
り少 ない フレキシビ リテ ィーの代償 において,よ
り多 くのインプ リケーシ ョソが確保 され るシステ
ムの形成 であ る,と 評す る ことが一面では可能 で
ある。企業は労働者の"会 社 への帰属心"を 確保
し,労 働への インセ ンテ ィブを拡大す ることがで
きた。 これは,80年 代末か ら90年 代にかけての 日
本史上最長 の好 景気 を支 え る一要 因 となって い
る。 日本経済の この面での進展が世界的 に注 目さ
れ,レ ギ ュラシ オ ニ ス トの 間 で もfポ ス ト・
フォーデ ィズムの一形態 と評価す る者が少なから
ず見受け られ る。 しかしこの 日本経済の進展 は,
国鉄 などの国有企業 の民営化のなかで,国 鉄の解
体 と同時に進行 した国鉄労組の解体を通 じて現実
化 したのであった。民営化 によって生 まれた企業
JRで は労働者 アクティブを中心 として数万 人の
労働者 が雇用 されずs失 業者 として放置 された。
この場合,民 営化に よる解雇 は過剰であ りす ぎた
のであって,経 営者 に とって さえゆ きす ぎであっ
た。新企業JRの 必要 とす る労働力 の不足 に企業
経営者が苦 しまねばならなか った。 それ まで就業
を希望 していた労働者 を頑 固に拒否 してきた経営
側 が,逆 に再雇用 を申し出るはめに陥 った。 この
種 の悲喜劇 は,国 有企業の民営化過程 において,
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2.規 模は企業の常用労働者数による(事 業所規模ではない)。45年 以降はパー トタイム労働者を含まない。
3.39年 以前は各4月 分,45年 以降は6月 分。一般的にいって賃上げの時期が大企業 と小企業では異なっているの
で,39年 以前 と45年以降は直接比較す ることはできない。
現代 日本経 済分析 への レギ ュラシオ ン ・アブ μ一チ
多 かれ少なかれ存在 したのであ り,そ の意味す る
ところは,日 本型 のレギ ュラシオン様式 がいかに
資本に とっての絶対的 お よび相対的剰余価値生産
のための統制様式であるかを示す ものである。
日本の失業率 は通例,2%台 と公表 されるが,
アメ リカ式 の失 業率定 義 に これ を換 算す れ ぽ,
4%以 上 になる。 この ことは,日 本 の公式統計書
さえ示す ところである。失業の 日本 における存在
を我hは ここに確認 しなけれぽならない。
しか し,日 本 には,経 済学上 の予備軍効果はほ
とん ど機能 しない。 とくに,80年 代末 から90年 代
初頭 にかけて,労 働者 と下級 ・中級 カー ドルの不
足 が顕 在化 した。 このた め,オ ー トメーシ ョン
化,TLLNTチ ゼ ーシ ョγ化 が進行す ると同時 に}女
性 ・高齢者 ・移民労働者 ・学生等 のパ ー ト・タイ
マーの一般化 が急速に進行 した。そ して この傾 向
はs男 性の中堅労働者 にもお よび,派 遣労働者 と
い う名 の不完全雇 用層 の激増 を引 き起 こして い
る。 その場合,そ れ ら不安定就業者 の社会保障 は
ゼ ロであ り,時 間給 は,850～1 ,000円 とい う低賃
金 であ る。 ここには,明 らか に,技 術革新 にとも
な う相対的剰余価値生産 の基礎上 での絶対剰余価
値生産 のメカニズムが逆形成 され てい る。言い換
えよ う 。不安定雇用労働者層を基軸 とす る,
絶 対剰 余価値 生産 の メ カニズ ムがsオ ー トメー
シ ・ン化,ME化,ロ ボ ッ ト化 による社会的生産
性 の上昇に ともな う相対的剰余価値生産 の進展に
よって,逆 に,一 層,深 め られ,広 め られている
のであ る。
この ことを承認 した うえで,我 々は次 のことに
注 目しよ う。す なわち,中 核企業の間でも,中 小
企業 の部品サプ ライヤーの間で も,過 当競争 とい
われるほど激烈 な競争が行なわれ る結果,特 別剰
余価値 ない し超過利潤 のロジ ックが,産 業組織 と
経済構造 の推進力 となっている。 そ して,こ の こ
とがい ま述べた相対的剰余価値 の生産 を推進 し,
かつ,絶 対的剰余価値 の無慈悲 な生産 を より普遍
化 したのであ った。青木 昌彦 の"準 地 代""準 超
過利潤"と い う概念の提起は,こ の点 にかかわ っ
て いるが,私 は彼 と基礎 的 な視 点 を異 に して い
る。
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なお,中 小規模 の部品サ プライヤーは,こ の場
合,取 得 した超過利潤の一部を人手確 保のための
賃金 ア ップ分に割かなけれ ぽならない。 とくに24
歳の初任給の場合がそ うであ る。それ どころか,
それ 以 前 の17(～20)歳 の若年 労 働 者 につ い て
は,大 企業以上の賃金を保障 しなけれ ぽ就職希望
者 を確 保す る ことが不 可能 であ る。労働 分配率
が,年 齢的 にみて若年層 に,ま た規模別 にみて小
企業に,高 いのは,こ のためである。 この点,図
5を 参照。
2.規 模別賃金格差の プロブ レマティーク
先 に説明 した 自動車の中枢 メーカー と部品 サプ
ライヤーとの間の基本計画 および月間予定生産表
(コ個別契約)が,部 品価格中の賃金部分 に対 して
どの よ うな影響 を与 えるか は,資 料 不足 で,定 量
的 な分析は未だ不可能であ る。
この点は,電 子産業部門で も,本 質的 には変わ
らない。 しか しサプ ライヤーの 自立度が高いだけ
に丁中枢企業の側 でも,資 料の公表 に応ず るだけ
の用意がある。親会社 の ソニーお よび同 じ行政 区
内に存在す る一下請企業 との間に,賃 金格差が年
齢別で見た場合,ど の くらい存在す るかを検討 し
た ところ,以 下の結果が えられた。 ソニーの大学
卒初任 給(22歳)は,年 間193万 円 であ るの に対
し下請企業 では,182万 。25歳 で本社348万 。下請
で242万 である。本社 で の組合員上 限で ある35歳
で は,年 間578万,下 請 で390万(『 主要 企業210社
の実態』144～145ペ ー一ジ,165～167ペ ージ)。
この種 の賃金 格 差 は,1975年 に1000名 規 模 を
100と して,大 企 業113.6,中 企 業98。6,小 企 業
89.6で あった も の が,1989年 に は,大 企 業 が
118.4,中 小企業95.8,小 企 業......と,い ず れ も
小規模なが ら格差増大の趨勢 を示 している。それ
は主 として大企業 のほ うが,中 小 のそれに比べて
勤続年数 が長 く,就 業老 の年齢 が高 いことの反映
である,と 『経済 白書』1991年 度版は言 う。
この よ うな規模別賃金格差,な いし年齢別格差
とい うものは,そ の両者 ともs日 本に特殊 なもの
である。つま り,日 本で は労賃 は,個 人が企業外
で獲得 した技術 スキルに対 して支払われ るのでは
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な く,企 業 内で,企 業 の提供す るポス トに応 じ
て,つ ま りジ ョブ ・ローテーシ ョソを通 じて得 ら
れた ラーニソグ ・バ イ ・ドゥーイングによって取
得 された技術 に対す る支払 いである。 この意味 で
企業別賃金 とは,当 該の企業が他企業 との競争 関
係 のなかで あげた成果 を,そ れを もた らす うえ
で,必 要 とされた技術や ノウ ・ハ ウに対す る生産
的投資の性格を少 な くとも部分的 に有 してい る。
つ ま り欧米では,労 働力 の売買は本来,外 部労
働 市場 に おい て行 なわ れ るので あ り,労 賃 とは そ
こで売 買 され る労 働力 の価格 で あ る。 そ の場 合,
この労 働力 は,企 業 外 で習得 した技 術 で評 価 され
る。 つ ま り,personalskillで あ る。 これ に対 し
て 日本 での熟 練 労働 は,間 企業 的 な集合 技 術 で あ
り,か つ,内 企 業 的 な集 団技 術 で あ る。 それ は,
この 二 重 の意 味 でrelationalskillで あ る。つ ま
り,企 業 内 でのjobrotationを 通 じてのlearning
bydoingに よって 習得 され る技 術 で あ り,特 別







































(資 料 出所)日 本:労 働 省 「賃 金 構 造 基 本統 計 調 査 」,ア メ リカ:商 務 省rCurrentPopulationSurvey」,イ
ギ リス ニ雇 用 省 「NewEarningsSurvey1989」,西 ドイ ツ,フ ラ ソス,イ タ リア:EC「Structure
ofEarninginIndustry1972」,韓 国1労 働 部 「労 働 統 計 要 覧 」
(注)1.18-20歳 欄 は 日本 は18～19歳2--24欄 は 日本 とア メ リカは20歳 ～24歳 で あ る。
2.賃 金 は,日 本 は月 間 定 期 給 与,ア メ リカ は週 当た り実 収 賃 金,イ ギ リスは フル タ イ ム労 働 者 時 間 当
た り実 収 賃 金,職 員(男 子)は 週 当 り実 収 賃 金,西 ドイ ツ,フ ラ ン ス,イ タ リア は,生 産 労 働 者 は
時 間 当た り実 収 賃 金,職 員(管 理 ・事 務 ・技 術 労 働 者)は 月 当 た り実 収 賃 金 で あ る。
3.製 造 業,イ ギ リス 及 び韓 国 は 全産 業 。
4.韓 国 の欄 は常 用 の 生産 労 働 者 と職 員 の 合 計 で あ る。
5.韓 国 は20-24歳 を100と し,18-20歳 の 欄 は18～19歳 の数 値 で あ る。
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剰余価値 ないし超過利潤 を成立 させ る基礎要因で
ある。
ここにこそ,規 模別賃金格差 の本質 があるので
ある。 したが って同一労働 同一賃金 とい う原則 に
含 まれた 「労働」 とい う概念その ものの定義が異
なっているのであ り,必 ず しも,企 業 内格差がそ
のまま社会的不平等 を示す ものではない
。事実,
不平等感 が労働者 の初級 ・中級 カー ドル間で感 じ
られ ていない。実感 され てい るものは,"会 社"
のその中での(対 内的には"賃 金"で ,対 外的には
名刺で示される)地 位 の もつ社会的 な威信 の相違
である・ それゆ え大企業 で社員バ ヅチ等のアイデ
ンティテ ィ(CI)マ ークの着用が慣行化 され
r社
員 もまた,自 ら進んで着用 する。
いまこの ことが確認 され るとき,同 時 に次 の重
大 な ことが指 摘 され なけれ ばな らない。す なわ
ち,同 一 内容の労働に従事す る日本人の男女の間
で,明 白な格差が厳存す ることであ る。図6に 見
られ るよ うに男女格差が,20歳 以降急激に増大す
る。女性正規社員 の結婚 ・出産 による退社 と,女
性パ ー トタイマーの激増 とが主 な理由 となって賃
金格差が30歳 台で50%に,45～54歳 では70%に さ




女性層 はこの場合,相 対的剰余価値生産 と平行
して進 め られ る絶対的剰余価値 の生産 の担 い手 と
されているのである。 この点 で,高 年齢層,少 数
民族,移 民層 と範疇 を等 し くしてい る。ME化 の
進む なかで不安定雇用労働者層が進展す ることを
指摘 しないエ コノ ミス トは少な くとも批判的 にし
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て理論的 なエ コノ ミス トではない。
今 日,こ れ までに指摘 した ことの反面 として次
の事実が あることも否定す ることはで きない
。 女
性の高学歴化が急速 に進み,キ ャリア ウーマ ン層
の増 大 も顕著 で あ る。 しか し,男 女雇 用 均等 法
は,一 種 の理念法 にとどま り,制 度 として強制 さ
れていない。 したが って,未 だ事態 は根本的に改
革 され えていない。 日本経済 の社会的未成熟が こ
こにその一端をのぞか している。
他方,日 本の労働時 間は縮小化の傾 向を示 し,
急速 に現在の2,100時 間か ら1,800時 間へ と縮減 さ
れつつ あ る。労働 時間 に関す るか ぎ り事態 は ほ
ぼ,ア メ リカなみ であ る。ただ し,ド イッとフラ
ンス等 の間ではなお,300～400時 間の差が残 る。
「勇働」 については,定 性 的 な差異 が特徴 的で あ
るが,労 働 「時間」 と もな る と,定 量 的 な分 析
が,依 然 として意 味 を もつ。 それ だ けに
,こ の
点,重 大であ る(図7参 照)。
しか し,何 よりも重大 なのは,最 低賃金法 とい
う法律は存在す るが,そ こでは,最 低賃金額が明
示 されず,そ の強制 的適用が規定 されていない こ
とで あ る。 このた め,こ の法律 は,"ざ る法"の
典型 と評 され る。
このことが 日本 において,余 りに強 く批判的意
識 にのぼ らないのは,急 速 な国民総生産 の増大率
に及 ぽぬまで も,労 働者の名 目賃金 は もとよ り実
質賃金 もまた相当に急増 し,一 般に中間層意識が
支配的 とな り,一 家族 平均貯蓄 が500万 円に達 す
るに至 ったか らで あ る。 また失業 者 が,名 目で
2%(ア メ リカの定義では4%)存 在 した として
も,高 齢化 による失業層に関す るか ぎり国民年金
の保障があ り,消 費物価 が比較的安定 しているの




日 本 ・ ア メ リカ 西 独 フ ラ ン ス イ ギ リ ス
全産 業











(出 所)『 労働 力 不 足 時 代 へ の対 応 』154ペ ー ジ
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逆に,若 者層 とくに大学 ・高校等の卒業 生は,
求人が多 く,こ の層での非 自発的 な失業 が皆無 で
ある,と い う事態 も大 き く作用 している。
ただ し,新 しく起 こ りつつあることが,最 後 に
指摘 されなけれぽならない。それ は,日 本の資本
主義 は,欧 米 と同 じ形態でのprivatecapitalism
の1バ リアソ トをなす ものであ り,巨 大 な私的資
本家の存在 によって世界 の注 目を集めつつあ る。
しか し,こ のprivatecapitalismよ りも,6大 グ
ループ系列 お よび系列外 巨大企業(た とえぽ トヨ
タ)と い うよ うな法人資本主義cooperatecapi-
talismに よって特 質 づ け られ る。 しか も,法 人
の 自己資本の増大は きわめて大 き く,こ れに比ぺ
れ ぽ,個 人資本家の財産保有額 は比較 にならぬほ
ど小 さい。
日本が豊 かだ とい うのは,会 社 が自己資本の高
さで豊 かなのであ り,必 ず しも個人が豊かである
のではない。
だがGNPの 数値上でい えぽ,一 人あた り国民
所得1990年21,040ド ルは,ア メ リカの19,780ド ル
を越},フ ラソスのis,osoド ルを は るか に越 え
る。ただ し消費物価 が相対 的 に高 く,と くに地
価,地 代が比較 にな らぬほ ど高 く,購 買力平価 で
の実質生活水準 は,そ れ らの国々を決 して越 えて
いない。
今 日,土 地価格騰貴→地代の異常高騰 のため,
一方 では,そ れ らを金融資産化 して銀行融資を受
け,土 地 ・株 ・ゴルフ会員権 ・絵画等芸術品の投
機的購二入が盛行 し,対 仏経済関係 においても1990
年度,輸 入が輸出を上回 った。 また国内的 には・
いわゆ るバ ブルエ コノ ミーが急激かつ大規模 に出
現 した。今 日,そ の一部 が破 局 しはじめてい る。
金融不正融資事件 とい う政治が らみ のスキ ャソダ
ルが生 じているのは,そ の一端である。
他方,土 地等 の不当転売 など寄生的な投機事業
に よって利益を えた金持 ちが,私 的資本主義を急
速に発展 させ,私 的資本家階級が,歴 然 と出現す
るに至 った。 これ まで戦後 比較的に平等であ った
日本社会 のなかに著 しい不平等関係を成立 させ,
社会的不安 の酵母 を培 っている。
しか もな お,こ れ らの否 定的 な諸 エ レメ ソ ト
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は,保 守一 党独裁 の崩壊 を予 告す るもので はな
い。野党 ない し反体制運動 の急成長 を促す もので
もない。 目下の ところ保守党内部諸派 における主
導権 の争 いに動機づ けられた"保 守革命"が 展望
され るだ けである。一一 ただ し保守党 内諸派 によ
る中道諸党 との同盟 といった小 さな政変はあ りう
るであろ う。
この ような閉塞的 な事態 にあっても,そ れを打
破 しよ うとす る社会運動がないわけではない。エ
コロジス ト,フ ェ ミニス ト,生 協組合運動 家等,
また,ご く微小なが ら自治体革新運動 や旧政党 内
の改革派運動 も存在す る。 しかし,そ れ らは指導
的 な役割 を果た しえていない一 少な くともそれ
らが大局を制す るに至 るよ うな事態 は今 の ところ
展望 され ない。それは,大 企業系列体制 の下での
政 ・財 ・官 コソプ レヅクスが成長様式 の基本条件
を掌握 し,蓄 積体制を大量生産 ・大量消費 システ
ムた る フ ォー デ ィズ ムの 日本型 一変 種(quasi-
fordism)か ら,多 品種 小量生産 に立脚 す る輸 出
主導型経済 モデルを,"ポ ス ト・フォーデ ィズム"
の形態 として人hに 受け入れ させ てい るか らであ
る。 レギュラシオ ソ ・アプロー一チは私の知 るか ぎ
り,労 働者層 において,過 去 の分裂 と敗北 の歴史
に関す る自己了解 に有効 な理論 と受け とめ られ て
い る。ただ し未だ,一 般 の労働者 に受容 されず,
む しろ,経 営側 の好意 ある眼差 しの下にある。
日本での社会変革の知的 ・道徳的 リーダーシ ッ
プは,生 産者の一方た る労働者 の組合 よ りも,消
費者 たる生-協員等の市民の諸運動 が担いつつ ある
かのよ うで ある。批判的知性が男性 よ りも女性に
多 く存在す るに至 った。つ ま りグ ラムシ的にいえ
ぽ有機的知識人の生成 ・発展が,伝 統的知識 人の
み ならず女性層 の知的変革を含めて展開す る必要
が迫 って きた。そ の よ うな とき,レ ギ ュラシ オ
ソ ・アプローチは,日 本での労働組織 の様態 労
資交渉 の在 り方の もつ意義 を,批 判的知性 の うえ
に,蘇 らせ ることに寄与 した。 しか しそれ ととも
に,他 方 では,生 産=交 通諸関係 と分配諸関係 と
の間を媒介す る社会的ヘゲモニー装置を解明す る
うえで,批 判的の刃を鈍 らせ る結果 を意図せず し
て もた らしてい る。
現代 日本経 済分析 への レギ ュラシオ ン ・アプ ローチ
今 日,世 界最先端の一 つである日本経済 を分析
す る うえで,何 が将 に必要 な概念 であ り,探 求 さ
れている現実のなかで何が特に着 目されるべ き問
題 なのか。それ らが時を共に して捕捉 され ること
が不可欠であろ う。 だれ よ りも,日 本人 レギ ュラ
シオ ニス トに よって。 この ことの将来での成功を
期待 しつつ,私 の報告を終 える。
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